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　暴力被害を受けた女性は，様々なメンタルヘルスの課題を抱え，薬物使用問題のリスクが高い．

そのため，暴力被害と薬物使用問題の両者に取り組む統合的治療アプローチが求められるが，従来

の対面式支援には多くの課題が残されている．例えば，２つの問題を統合して支援するサービスの

欠如やスティグマ・差別などの障壁，地理的な理由等による移動困難や経済的困難による障壁が存

在し，適切な支援が必要な女性へのアクセスが制限される場合もある．こうした現状に対処するた

め，ITを活用した介入支援が注目されている．本研究は，暴力被害を受けた女性の薬物使用問題

に対するITを用いた介入支援の有効性を検証するため，スコーピングレビューを実施した．

PubMedを用いて2014年から2024年までの期間で文献検索を行い，最終的に，親密なパートナーか

らの暴力，家庭内暴力，または性的暴行を経験した15 ～ 71歳の女性を対象とする８件の研究を採

用した．

　介入支援はウェブ型とビデオ型の２つの方法に分類され，薬物使用問題の減少や暴力被害の軽減

に加え，安全行動の促進や心理的健康の向上を目的とする包括的アプローチが取られていた．また，

介入支援の効果は一貫性に欠け，サブグループにおいて統計的に有意な効果が認められた研究も

あったが，全体として限定的であった．一方で，行動変容の準備，自己効力感の向上，サービス利

用率の改善といった副次的効果が複数の研究で確認され，ITを活用した介入支援が心理社会的な

側面で肯定的な影響を及ぼす可能性が示唆された．

　ITを用いた介入支援は，年齢や状況，抱える問題の種類を問わず，幅広い女性に適用すること

が可能であり，対象者の個別ニーズに応じてより柔軟で効果的なプログラムを提供できる可能性が

示唆された．しかし，定式化された方法での実施や有効性の一般化については依然として課題が残

されている．今後，スクリーニング方法の改善や専門分野での連携体制の強化による包括的かつ多

層的な介入支援の提供が期待される．その際には，ITと従来の対面式支援や地域資源が統合し，

相互補完的に機能することが重要である．

キーワード：ジェンダーに基づく暴力，物質使用，アディクション，ICT，デジタルヘルス
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１．はじめに

　女性に対する暴力は，深刻な社会問題であり，

公共衛生上の重大な懸念事項である．世界保健

機関（WHO）の報告によると，パートナーを

持つ15 ～ 49歳の女性の４分の１以上（27％）

が生涯において親密なパートナーによる身体的

や性的暴行を経験している１）．親密なパート

ナーによる暴力（Intimate Partner Violence，

以下IPVとする）とは，現在または過去におい

て配偶者や恋人などの親密なパートナーから受

ける暴力を指し２），女性が受ける暴力の代表的

な形態である１）３）．IPVの内容は多岐にわたり，

身体的暴力（蹴る，殴る，押す， 凶器などで傷

つけるなど），情緒的・心理的虐待（批判，侮辱，

脅迫，威嚇行為など），支配行動（自由な外出

や医療サービスへのアクセスを許可しない，生

活費を渡さないなど），性的暴行（性行為の強

制など）が含まれる２）．

　IPVと類似する概念に，家庭内暴力（Domestic 

Violence，以下DVとする）がある．DVは一般

的に，配偶者や恋人など親密な関係にある，ま

たは過去にあった者から振るわれる暴力を指

し４），広義には児童虐待などの家庭内で発生す

る暴力を含む場合もある５）．IPVの概念との重

複を避けるため，欧米では，親密なパートナー

間で行われる暴力を指す用語としてIPVが統一

的に使用されている６）．本研究は，IPVやDVな

ど女性が受ける暴力，具体的には，親密なパー

トナーからの暴力や，友人や知人，見知らぬ人

からの性的暴行も研究対象に含めた．

　IPVなどの暴力被害を受けた女性は，様々な

精神行動上の問題を抱えることが先行研究で示

されている．例えば，抑うつ，不安，心的外傷

後ストレス障害（Post-Traumatic Stress Disorder，

以下PTSDとする），自殺傾向などのリスクが

高く，薬物乱用や物質依存（以下，薬物使用問

題とする）の発症や重症化のリスクを高めるこ

とが明らかになっている７）８）．さらに，薬物使

用問題は女性の暴力被害の発生率を高め９），暴

力に起因する健康問題への対処を阻害する８）と

いう研究がある．また，暴力被害に伴う心理的

苦痛の対処方法として薬物が利用される場合も

あり10），暴力被害と薬物使用問題は相互に影響

し合う複雑な関係であることが示されている．

　これらの課題に対処するためには，暴力被害

と薬物使用問題に対処する統合的治療アプロー

チが必要とされる３）11）．しかし，従来の対面式

支援には以下のような障壁が指摘されている．

例えば，２つの問題を統合したサービスの欠

如12），スティグマや差別13），地理的な理由等に

よる移動困難や経済的困難13）14）が挙げられる．

これらの障壁により，適切な支援が必要な参加

者のアクセスが限定される場合もある．こうし

た課題を克服する新たなアプローチとして，近

年，情報技術（Information Technology，以下

ITとする）を活用した支援が注目されている．

特に，COVID-19パンデミックを機に，その重

要性が高まっている15）．ITを用いた支援は，ア

クセスの容易さ，地理的制約の克服，経済的負

担の軽減に加え，プライバシーの確保や支援の

個別化が可能となる16）．

　日本においても，暴力被害や薬物使用問題を

抱える女性支援には様々な課題がある．2001年

に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律」が制定されて以降，配偶者暴力

相談支援センターが各都道府県に設置され，相

談や助言等の支援体制の充実とともに女性に対

する暴力問題が顕在化されるようになった．

2002年に約36,000件であった同センターへの相
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談件数は，2022年には約123,000と過去最高を

記録し17），2023年の全国調査では，42.6％の女

性が過去１年間の親密なパートナーからの被害

経験を報告している18）．一方，女性を対象にし

た薬物使用問題に関する先行研究や臨床実践は

非常に限られている19）．しかし，薬物使用問題

の重症度は男性よりも女性の方が急速に深刻化

し，また，過去に医療機関で薬物使用問題の治

療をうけた経験がある覚せい剤事犯女性の

71. ４％が生涯におけるパートナーからの暴力

被害に遭っていることが報告されている20）．近

年では，女性の薬物使用問題とトラウマの双方

に配慮した定式化されたプログラムが開発され

るなど21）22），新たな動きが出てきている．ITの

活用に関しては，COVID-19パンデミックを機

に依存症の回復支援団体や自助グループの活動

にオンラインが加わるなど，一部の支援におい

てIT化が進んでいる23）．

　これらの背景を踏まえ，本研究では暴力被害

を受けた女性の薬物使用問題に対するITを活用

した治療的介入や支援（以下，介入支援とする）

の可能性を探るため，海外文献を用いたスコー

ピングレビューを実施した．本レビューの目的

は，ITを活用した介入支援が暴力被害と薬物使

用問題を抱える女性にどのように寄与するの

か，またその有効性を明らかにすることである．

２．方法

２.１　方法

　 本 研 究 は，Preferred Reporting Items for 

Systematic reviews and Meta-Analyses 

extension for Scoping Reviews（PRISMA-ScR）

の日本語版24）を参考に，暴力被害を受けた女性

の薬物使用問題に対するITを用いた介入支援

の有効性についてスコーピングレビューを実施

した．スコーピングレビューとは，研究領域の

主要概念，主な情報源，利用可能な文献や情報

の種類を迅速にまとめる手法であり，既存の知

見を網羅的に概観および整理し，未研究の領域

を特定する目的で行われる24）．本研究では

PRISMA-ScRを活用し，データベースを用いて

文献の収集を行い，得られた知見を体系的にま

とめることを目指した．

２. ２　文献の検索

　文献検索のデータベースにはPubMedを用い

て，暴力被害を受けた女性，メンタルヘルス，

薬物使用問題，ITを活用した介入支援に関す

るキーワードを用いて検索式を作成した（表

１）．文献検索の対象とした期間は，ITの技術

進歩を考慮し2014年からの10年間とした．検索

対 象 と し た 論 文 類 型 は，Adaptive Clinical 

表１　検索式

暴力被害を受けた女性 （（Violence）OR（domestic violence）OR（intimate partner violence）
OR（violence against women）OR（dating violence））

メンタルヘルス，薬物使用問題 （（mental health）OR（substance use）OR（substance abuse））

ITを活用した介入支援

（（telecommunication）OR（email）OR（mobile）OR（phone）OR
（tablet）OR（Web）OR（online）OR（video）OR（digital health）
OR（health technology）OR（teleHealth）OR（eHealth）OR（mHealth）
OR（mobile Health）OR（telemedicine）OR（teleMed）OR（distance 
medicine）OR（connected health）OR（remote medical care）OR（remote 
consultation）OR（distant consultation）OR（tele-consult）OR（mobile 
apps）OR（smartphone apps）OR（computer-assisted）OR（computerized）
OR（web-based intervention）OR（internet-based intervention）OR（online 
therapy）OR（video therapy）OR（tablet-based））
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Tria l，Cl in ica l  Study，Cl in ica l  Tr ia l，

Controlled Clinical Trial，Meta-Analysis，

Randomized Controlled Trial，Review，

Systematic Reviewとし，言語を英語に限定し，

研究対象を人間に，性別を女性に設定した．

２. ３　文献選択と分析方法

　文献選択は，以下のようなフローチャートを

作成したうえで実施した（図１）．まず，一次

スクリーニングとして，先の検索式で特定され

た文献について，筆者が表題と抄録の精査を

行った．その際の判断基準は，①対象者が暴力

被害を受けた女性であること，②介入支援に

ITを活用していること，③研究デザインはラ

ンダム化比較試験（RCT）が用いられている

こと，とした．なお，対象者が退役軍人，周産

期の女性，セックスワーカーであるものは除外

した．その理由として，日本国内では退役軍人

の集団が希少であり，一般化の可能性が低いこ

とが挙げられる．周産期の女性とセックスワー

カーについては，本研究の主旨と異なる健康課

題や社会背景を有していると考えられるため，

対象から除外した．

　二次スクリーニングとして，一次スクリーニ

ングで特定された文献の本文を精読し，各研究

論文の適格性を判断した．この段階では，アウ

トカム指標として薬物使用問題や暴力被害に関

する標準化された評価尺度が用いられ，その分

析結果が記載されているものを採用した．最終

的に，選択された各文献の内容について筆者と

指導者が協議し，採用文献を決定した．

　採用された文献は，各研究の著者名，発行年，

国，研究内容，介入場所，対象者の特性，対象

者の使用薬物，対象者数，年齢，使用デバイス，

介入支援の概要，対照群の概要，介入の長さ，

薬物使用問題および暴力被害に関するクリニカ

ルアウトカム指標，薬物使用問題に関する有効

性，暴力被害に関する有効性について表にまと

めて分析した．

３．結果

３.１　採用文献と対象者

　PubMedによる検索の結果,308件が特定され，

方法で示した基準によりスクリーニングを行っ

た．一次スクリーニングで275件，二次スクリー

ニングで25件を除外した結果，最終的に８件の

研究が採用基準に適合した（図１）25）26）27）28）29）

図１　文献の選択に関するフローチャート
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30）31）32）．採用された研究の筆頭著者の所属国は

７件がアメリカ合衆国で，１件がニュージーラ

ンドであった．対象者数は40人から412人の範

囲で，IPV25）26）27）28），DV29）または性的暴行30）31）

32）の被害経験がある15 ～ 71歳の女性が含まれ

ていた．対象者の特徴は，保護観察中の女

性25），大学生28），DVシェルターの入所者29），救

急外来の訪問者26）30）31）32）だった．介入場所は，

救急外来が４件26）30）31）32），地域が２件25）27），大

学等が１件28），DVシェルターが１件29）だった．

対象者の使用薬物は多岐にわたり，マリファナ，

その他の違法薬物，オピオイド処方薬，アルコー

ルが含まれていた．採用した８件の研究概要は，

表２に示した通りである．

３. ２　介入支援の特徴

　介入支援の特徴を分析した結果，介入期間は，

１回のセッションで終了する短期介入が６

件25）26）29）30）31）32），２件の研究では12か月と設定

されていた27）28）．介入効果を高めるために一定

期間を空けて行われるブースターセッションは

２件の研究で追加されており，その形態は担当

者による電話26）またはオンライン学習29）で行わ

れていた．

　介入プログラムの内容は，各研究で複数の目

的を持ち，対象者の多様なニーズに応えるため

に包括的なアプローチを採用していることが明

らかになった．薬物使用問題の減少，暴力被害

の軽減といった主要な問題への対処を目的とす

る以外に，安全行動の促進，心理的健康の向上

や予防についても取り組んでいた．安全行動の

促進について触れた研究では，安全計画の作成

や安全性評価をプログラムに組み込んでい

た25）27）28）29）．心理的健康の向上や予防については，

動機付け面接法や心理的サポートの提供26）29），

心理教育と行動変容の促進への取り組み25）29），

感情的問題への対処・自己主導型エクスポー

ジャー・不適切な回避の認識と停止30）31）32）が含

まれていた．

　介入支援の方法については，２つのグループ

に分けることができた．第一のグループは，イ

ンターネット25）26）27）28）29）または携帯電話のアプ

リケーション28）を介してウェブサイトへ接続す

る方法であった（以下，ウェブ型とする）．第

二のグループは，予め用意された動画を視聴す

る 方 法 で あ っ た（ 以 下， ビ デ オ 型 と す

る）30）31）32）．

　ウェブ型の最たる特徴として，双方向性が挙

げられた．Gilbert et al.25）の研究では対象者の

IPVリ ス ク に 対 し て， ま たKoziol-McLain et 

al.27）の研究では参加者が実施した危険性アセス

メント（Danger Assessment）結果に対して，

それぞれ個別のフィードバックが提供された．

Glass et al.28）の大学生を対象とした研究では，

対話型の視覚的補助ツールが活用され，プライ

バシー，パートナーへの感情，安全，学業の成

功などを二項比較し優先事項の明確化を支援す

る機能が備わっていた．一部の研究では26）29），

Computerized Intervent ion Authoring 

Software（CIAS）と呼ばれるソフトウェアが

使用され，対象者の入力情報に対して瞬時に反

応し，共感的な振り返りを行う機能が搭載され

ていた．使用されたデバイスは，タブレット型

ラップトップコンピューター 26），タブレット

PC29），携帯電話28），個人利用のインターネット

につながる末端28）など多様であった．

　ビデオ型介入は，主に救急外来で実施され，

性的暴行後の感情的問題に対する対応や薬物使

用問題を防ぐための観察学習の機会，情報提供

によるコーピングスキルなどが提供されてい
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た30）31）．また，Walsh et al.32）の研究には，法医

学的検査受診に伴う苦痛緩和を目的とした情報

提供もプログラムに含まれていた．ビデオ型介

入では，使用デバイスについての具体的な記述

は認められなかった．接続環境については，病

院看護師が安全なインターネットリンクを使っ

て動画にアクセスをする方法30），病院の個室で

実施する方法31），またビデオ視聴時は訓練を受

けた看護師が同席する方法32）が確認された．

　対照群は，ウェブ型介入では，ケアマネー

ジャーを配置しているものが１件25），介入群の

コンテンツ内容を差し替えているものが２

件26）29），標準的な情報提供が２件27）28）だった．

ビデオ型介入では，リラクゼーション技法が２

件30）31），通常ケアが３件30）31）32）であった．

３. ３　介入支援の有効性

　介入支援の有効性に関して，薬物使用問題の

減少・暴力被害の軽減という主要アウトカムに

ついて，各研究で示されたエビデンスに基づき

以下の４カテゴリーに分類した．

①　�有効性あり：主要なアウトカムについて，

介入群と対照群との間で効果に関する統計

的な有意差が認められた場合

②　�部分的に有効性あり：主要なアウトカムに

ついて，特定のサブグループや一定の条件

下においてのみ効果に関する統計的な有意

差が認められた場合

③　�有効性なし：主要なアウトカムについて，

介入群と対照群との間で効果に関する統計

的な有意差が認められない場合，または対

照群のほうが統計的に有意な効果が示され

た場合

④　�副次的効果あり：①～③には該当しないが，

関連する副次的因子において統計的に有意

な変化が認められる場合

　以上の分類に基づき，薬物使用問題に関する

有効性，暴力被害に関する有効性について整理

した（表３）．なお，暴力被害に関する有効性

については，２件の研究で関連する指標が検討

されていないため，６件の研究を対象とし

た25）26）27）28）29）32）．

１）薬物使用問題に関する有効性

　薬物使用問題に関する有効性については，全

体的に限定的な結果が示された．①に含まれる

研究はなく，②のサブグループ等でのみ統計的

な有意差が認められた研究は２件26）30）あった．

Choo et al.26）の研究は，サンプル数が40の小規

模なパイロット研究であるが，３か月後の追跡

調査時に，介入群，対照群ともに週当たりの薬

物使用日数の減少が観察された．マリファナ以

表３　介入支援の有効性

薬物使用問題に関する有効性 暴力被害に関する有効性

①　有効性あり 該当なし 該当なし

②　部分的に有効性あり Choo et al.26）; Walsh et al.30） Koziol-McLain et al.27）; Glass et al.28）

③　有効性なし Gilbert et al.25）; Koziol-McLain et 
al.27）; Glass et al.28）; Hailemariam et 
al.29）; Gilmore et al.31）

Choo et al.26）; Hailemariam et al.29）

④　副次的効果あり Choo et al.26）; Hailemariam et al.29）; 
Walsh et al.32）

Gilbert et al.25）; Walsh et al.32）
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外の薬物を使用している者に限定すると，対象

群と比較して介入群では薬物使用日数の有意な

減少が確認された．Walsh et al.30）の研究では，

過去１年間に過度の飲酒歴（binge drinking）

のある者に限り，６か月後の追跡調査時におけ

る過去14日間の飲酒日数と１日平均飲酒量に基

づいたアルコール使用指標を有意に改善させ

た．また，性的暴行被害の既往がある者におい

ては，６か月後の過去２週間におけるマリファ

ナ使用日数を有意に減少させた．

　一方，５件25）27）28）29）31）の研究では有意な効果

が示されなかった．Gilbert et al.25）の研究では，

介入群だけでなく対照群も３か月後の薬物不使

用日数が有意に増加していた．Koziol-McLain 

et al.27）の研究では，12か月後の追跡調査時に

実施したアルコール使用障害同定尺度（Alcohol 

Use Disorders Identification Test）および薬物

乱 用 ス ク リ ー ニ ン グ テ ス ト（Drug Abuse 

Screening Test）に有意な変化は認められな

かった．Glass et al.28）の研究では，12か月間を

通じた変化を混合効果回帰分析で評価した結

果， 過 去 ６ か 月 の 飲 酒 頻 度（frequency of 

getting drunk）についは介入群，対照群とも

に減少したものの有意差は認めず，過去２週間

の大量飲酒（binge drinking），過去30日間のア

ルコール使用頻度（frequency of alcohol use），

過去30日間のマリファナやマリファナを除く薬

物の使用については，両群ともに有意な改善は

見られなかった．Hailemariam et al.29）の研究

では，シェルター退所後６か月間の大量飲酒

（heavy drinking）比率または薬物使用日数が，

介入群，対照群ともに減少するものの有意な群

間差は示されず，その効果には個人差が大きい

と報告されている．Gilmore et al.31）の研究では，

オピオイド処方薬乱用を減少させる有意な介入

効果が認められなかった一方で，対照群（リラ

クゼーション技法を行う群）において過去に性

的暴行を経験した者は通常治療と比較してオピ

オイド処方薬乱用の頻度が有意に低下してい

た．

　以上をまとめると，介入支援の薬物使用問題

に関する有効性は一貫した結果が得られず，一

部の研究では特定のサブグループや一定の条件

下で薬物使用頻度や量などの軽減効果が認めら

れるに留まった．

２）暴力被害に関する有効性

　暴力被害に関する軽減の有効性についても総

じて限定的な結果となったが，２件27）28）の研究

で部分的な効果が確認された．Koziol-McLain 

et al.27）の研究では，米国で開発されたウェブ

型安全決定支援ツールをニュージーランドの文

化に合わせて地域化（regionalized）したプロ

グラムを実施し，IPV重症度と抑うつ症状の変

化を測定した．IPV重症度に関しては，女性が

過去12 ヵ月のIPV経験を自己記入式で総合的に

評 価 す る 女 性 に 対 す る 暴 力 の 重 症 度 尺 度

（SVAWS：Severity of Violence Against 

Women Scale）が，抑うつ症状については過

去１週間のうつ症状の頻度を測定する自己記入

式 尺 度（CESD-R：Center for Epidemiologic 

Studies Depression Scale，Revised）が用いら

れた．しかし，12か月後のIPVの重症度および

抑うつ症状評価に関して，介入群，対照群とも

に有意な効果は確認できなかった．一方で，マ

オリ女性に限定すると，12か月後のIPV重症度

において介入群に有意な減少が認められた．

Glass et al.28）の研究では，一般化推定方程式を

用いて経時的な群間差を検定し，過去６か月の

IPV被害，生殖強制，抑うつ症状，自殺リスク，
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安全戦略の使用について評価した．IPV被害に

ついては，親密なパートナーからの虐待の重症

度を測定するための複合的虐待尺度（CAS：

Composite Abuse Scale），外傷性脳損傷関連

IPV，デジタル虐待の３つの指標で測定した．

抑うつ症状は先のCESD-R得点で，安全戦略の

使用についてはParker et al.33）の安全戦略リス

トに基づき作成された安全戦略得点で評価され

た．その結果，介入群，対照群ともにIPV被害

と抑うつ症状で有意な改善が認められた．一方，

介入群のみで有意な減少を認めたのは，生殖強

制と自殺リスクだった．なお，ここでいう生殖

強制（Reproductive Coercion）とは，（１）パー

トナーが女性の意思に反して妊娠させようとし

た，（２）女性が恐怖から避妊や中絶したこと

をパートナーに伝えなかった，いずれかまたは

両方に該当する場合を指し，「死にたいと思っ

た」または「自分を傷つけたいと思った」とい

う質問に過去１週間で１日以上該当する場合を

自殺リスクがあると定義している28）．次に２件

の研究26）29）では，介入群，対照群ともに主要な

効果が見られたものの，両群間に統計的な有意

差は認めなかった．まず，Choo et al.26）の研究

では，IPV被害を指標するCASスコアは両群間

で改善したが有意差は認めらなかった．その他，

Hailemariam et al.29）の研究でも，IPV重症度を

CASで評価した結果，介入群，対照群ともに

有意に減少したが，介入開始時のCAS得点に

群間バイアスがあったため，統制処理を行った

結果，追跡調査期間全体を通じて介入群のCAS

被害者得点がむしろ有意に悪化していた．

　以上の結果から，暴力被害に関する介入支援

の有効性も概して限定的であり，一貫した結果

が得られなかった．一方で，対照群でも３件の

研究26）28）29）において，IPV被害や抑うつ症状に

一定の効果が認められた．

３）副次的効果

　副次的効果については，薬物使用問題に関し

て３件26）29）32），暴力被害に関して２件25）32）の研

究で確認された．前者に関しては，Choo et 

al.26）の研究が薬物使用問題に対する行動変容の

「準備」と「自信」について，介入時，介入直後，

２週間後のブースターセッションの後に５段階

尺度で測定し，いずれの評価も２週間後のブー

スターセッション時点で有意な改善を認めた．

Hailemariam et al.29）の研究では，治療開始か

ら６か月時点にかけて薬物使用問題関連サービ

スの活用に関する自己記入式尺度（Treatment 

Services Review）を用いて，対象者の外来治療，

デイケア，入院治療，薬物やアルコール依存症

者のための自助グループなどの利用状況を評価

した．３か月と６か月時点で横断的非調整分析

と介入開始時の値を共変量とした縦断的調整分

析を行った結果，介入群，対照群ともに有意な

群間差はなく，効果の個人差が大きかった．

Walsh et al.32）の研究は，性的暴行を受けた女

性において，暴行前のマリファナ使用歴が性的

暴行後の自殺念慮と有意に関連していることを

報告している．

　暴力に関する副次的効果として，IPV被害を

特定し，その後の支援サービスへ紹介すること

を目的の一つとしているGilbert et al.25）の研究

がある．この研究によると，介入中のスクリー

ニングで測定された過去１年間のIPV被害の特

定率は，介入群，対照群ともに高まることが示

された．また，３か月後の追跡調査時では，

IPV支援サービスの利用，IPV予防に関する自

己効力感，IPVに関する社会的支援について，

介入群，対照群ともに改善が認められた．しか
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し，いずれの結果も両群間に統計的な有意差が

確認できなかった．また， Walsh et al.32）の研

究では，性的暴行被害者に対する短時間のビデ

オ介入が自殺念慮に与える影響を調査してい

る．自殺念慮のレベルは，６週間，３か月，６

か月後の追跡調査時において，自己記入式質問

票（Beck Depression Inventory-II）による過

去２週間の自殺に関する考えについての質問項

目得点で評価された．その結果，性的暴行の既

往がある者では，救急外来でのコルチゾール検

査値が高い場合に，最も自殺念慮リスクが低

かった．反対に，今回初めて性的暴行被害を経

験した場合，救急外来でのコルチゾール検査値

が高い女性に対しては，ビデオ視聴が自殺念慮

を高める可能性も示唆された．Walsh et al.32）は，

この予期せぬ結果について，初めての性的暴行

被害が否定的な経験への警戒を高め，絶望感を

増大させる可能性があると警鐘をならしてい

る．

　以上，介入支援の副次的効果については，行

動変容，自己効力感，サービス利用率など，一

部の研究において，心理社会的な因子に改善が

みられた．

４．考察

４.１　対象者の特性

　本スコーピングレビューで採用された８件の

研究は，15歳から71歳のIPV，DV，または性

的暴行を受けた女性を対象としていた．対象者

には，保護観察中の女性，大学生，DVシェル

ター居住者，救急外来患者など，多様な背景を

持つ女性が含まれていた．これは，ITを活用

した介入支援が，対象者の年齢や状況，抱える

問題の種類を問わず，幅広い女性に適用可能な

方法であることを示唆している．

　薬物使用問題のある者が専門的な治療支援を

利用しない，あるいは行動変容に至らない理由

が多岐にわたることは，過去の先行研究で指摘

されている．例えば，地理的制約，経済的困難，

家族やパートナーからの協力不足，治療の必要

性を認識しにくく治療選択に関する知識がな

い，または否定的な期待などが主な障壁となっ

ている13）14）．さらにいくつかの研究によれば，

偏見やスティグマの影響も示唆されている．

Lala et al.34）の研究によると，女性はアルコー

ル依存症を「性格の悪さ」に帰属させる傾向が

強く，Miller et al.35）は，暴力被害のある女性

は治療支援よりも安全確保とプライバシー保護

を優先し，結果として薬物使用問題と暴力被害

の両方に関するスティグマをさらに悪化させる

可能性を指摘している．このような指摘を踏ま

えると，ITを活用することで，従来の対面支

援では難しいとされてきた機密性を確保しつ

つ，容易なアクセスを可能にすることで，こう

した女性が直面する様々な障壁を解消する糸口

になると考えられた．

４. ２　介入支援の特徴と有効性

　本研究で分析したITを活用した介入支援は，

主に短期間で行われるよう設定されており，

ウェブ型とビデオ型という２つの主要な方法が

確認された．ウェブ型は双方向かつ個別の

フィードバックを特徴としており，ビデオ型は

性的暴行被害を受けた女性向けに予め作成され

た動画視聴を通じてコーピングスキルを教示す

るものであった．これらの介入支援が提供する

プログラムの内容は，各プログラムが複数の目

的を持ち，対象者の多様なニーズに応えるため

に包括的なアプローチを採用していることが明
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らかになった．具体的には，暴力被害の軽減や

薬物使用問題の減少に加え，安全行動の促進，

心理的健康の向上や予防についても取り組んで

いた．

　双方向性の特徴を持つウェブ型，即時性のメ

リットを有するビデオ型いずれにおいても，

ITを活用した介入支援が，個別のニーズに応

じた柔軟な対応を可能にし，対象者にとってよ

り効果的なプログラムを提供できる可能性を示

唆している．van Gelder et al.36）は，IPV被害

者女性を対象としたRCTにおいて，双方向性

を実装したITによる介入支援は，参加者が自

分自身のニーズに合った支援を受けていると感

じる割合が有意に高く，結果として参加者の満

足度や介入効果が向上する可能性を示してい

る．しかし，本研究では総じて一貫性に欠けた

結果が示された．一部のサブグループでは肯定

的な結果も見られたが，全体として介入支援の

有効性に限界があることも明らかになった．先

行研究でも，薬物使用問題37）や暴力被害38）への

対処を目的としたITを用いた介入支援の有効

性に一貫したエビデンスが得られておらず，

ITを活用した介入支援の安定した実施と効果

の獲得には依然として課題が残されている．一

方，複数の研究では，薬物使用問題や暴力被害

の軽減効果について結果としては統計的有意差

が示されなかったものの，介入群とともに対照

群でも同様の改善が認められていた．対照群に

参加した心理的効果，例えば精神保健サービス

にアクセスできている安心感や，対照群に行わ

れる情報提供・リラクゼーション指導なども一

定程度の効果を有している可能性があり，今後

は対照の取り方にも検討の余地が残されてい

る．

　こうしたITによる介入支援の主な利点は，

Olaniran39）が指摘するように，対象者が自身の

経験やニーズに基づいてタイムリーに適切な情

報にアクセスをし，気軽に援助を求め，遠隔か

らでも意思決定が行えるようサポートできると

ころにある．この利点を最大限に活かすために

は，こうした方法により最も恩恵を受ける可能

性のある対象者を正しく特定するスクリーニン

グが重要になる．女性の暴力被害および薬物使

用問題においては，危機的状況に至るまで顕在

化しない隠れた特性があることを指摘する研究

があり40），標準的なスクリーニング方法には限

界がある可能性が示唆される．また，Jarnecke

とSaraiya41）は，臨床現場におけるIPVのスク

リーニングとリファーラルの実践に関する文献

を調査し，一部の医療機関では薬物使用問題ま

たはIPVのいずれかのスクリーニングが行われ

ているものの，併存する薬物使用問題やその他

のメンタルヘルス上の課題に対する総合的な評

価を組み込んでいる実践が少ないことから，よ

り広範囲かつ包括的に行うことのできる介入支

援の必要性を訴えている．本研究が対象とする

多様な集団の複雑な背景を考慮すると，スク

リーニングは単なる一次的問題の判断ではな

く，個々のケースに応じたテーラーメイド介入

支援が必要であることを示唆している．

　このようなスクリーニングの実現，さらには

包括的な介入支援の提供にむけて，従来の方法

からデジタルな方法へ完全に移行するのではな

く，ITによる介入支援と従来の対面式支援や

地域資源が統合し，相互補完的に機能すること

で，より包括的かつ効果的な支援が実現すると

考えられる．事実，本研究で明らかになった副

次的な効果，例えば行動変容の準備，自己効力

感，サービス利用率の向上といった指標をみて

も，ITによる介入支援が，暴力被害と薬物使
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用問題を抱える女性の回復プロセスに間接的な

肯定的影響を与える可能性があることが示唆さ

れる．

　最後に，薬物使用問題と暴力被害を抱える女

性への対処には，精神保健サービス，薬物依存

治療，DV支援サービスなどの複数の専門分野

での連携体制の強化が必要とされる．そのため

に，認知行動療法や動機づけ面接法など心理療

法の導入強化，PTSDやうつ病など併存する精

神健康上の問題への対処，女性の孤立を防ぐサ

ポートネットワークの開発など，個人レベルか

ら社会レベルまでの多層的な介入支援を組み合

わせることが期待される．Wray42）が行った依

存症カウンセラーを対象とした調査では，大多

数（74％）のカウンセラーがクライエントの回

復支援のためにウェブサイトやスマートフォン

アプリの利用を推奨しており，ITと対面式支

援を統合したケースも増えてきているという．

一方で，GarcíaとFerrás43）は，対面式のグルー

プセラピーに携帯電話のテキストメッセージで

個別のアドバイスや支援を組み合わせる介入研

究を行った結果，参加女性の不安や抑うつ症状

は有意に改善したが，一部の女性参加者からは

仕事や子育てで忙しい，返信に何を書けばいい

かわからない，プリペイド電話の残高不足など

の理由でテキストメッセージに返信ができない

などのエンゲージメントの問題が顕在化し，プ

ログラムの効果的な設定と実施には慎重な計画

と支援体制の整備が不可欠であることが示唆さ

れる．

４. ３　本研究の限界と今後の方向性

　本研究にはいくつかの限界が存在する．まず，

文献検索のデータベースにPubMedのみを用い

たこと，対象文献の研究デザインをランダム化

比較試験に限定したこと，そしてサンプルサイ

ズに制限を設けなかったことが挙げられる．ま

た，各研究で用いられたアウトカム指標は必ず

しも一貫しておらず，暴力被害や薬物使用問題

についての頻度・重症度・持続期間・内容種別

等に関して，統制された評価が行われていると

はいいがたい．一部の効果指標は自己記入式質

問紙のため，回答者の想起や社会的望ましさに

よるバイアスを考慮する必要がある．加えて，

長期的かつ継続的な回復プロセスに関する情報

が不足していることも課題であり，結果の解釈

には慎重さが求められる．

　今後の研究では，ITを用いた介入支援を，

包括的な支援体系の一部として位置づけること

が重要だと考える．そのためにも，より大規模

なサンプルを用いた，定期的かつ継続的なプロ

グラムの実施が必要となる．一部の研究では，

最初の数か月以降は効果が限定的であるという

報告も存在するが44），継続的な長期介入の有効

性についてはいまだ解明されていない．また，

ITを用いた介入支援におけるプライバシーの

保護とエンゲージメント向上は今後も重要な要

素である．Tseng et al.45）は，IPV被害者に対

する情報セキュリティニーズの研究において，

ITを活用した介入支援は，人間関係，感情的

サポート，そして被害者の全体的な福祉を考慮

に入れるべきであり，単発の匿名セッションか

ら継続的かつ包括的な治療支援へのアプローチ

に移行させることの重要性を主張している．参

加者のプライバシーを守ることで安心して自己

申告が可能となり，結果としてエンゲージメン

トが高まり，継続した介入の効果を正確に測定

できるようになるだろう．

　このように，ITを用いた介入支援は一時的

な解決策ではなく，長期的かつ包括的な支援体
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系の一部として位置づけられるべきであり，今

後の研究ではこれらの課題に取り組むことが求

められる．
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Review article

　Women who have experienced violence face various mental health challenges and are at 
high risk for substance use problems. Therefore， there is a need for an integrated treatment 
approach that addresses both violence victimization and substance use issues. However， 
traditional face-to-face support still presents numerous challenges. These challenges include the 
lack of services that integrate support for both issues， stigma and discrimination， barriers due 
to geographical reasons that make travel difficult， and economic difficulties， which may limit 
access to appropriate support for women in need. To address this current situation， IT-based 
interventions have gained attention. This study conducted a scoping review to examine the 
efficacy of IT-based interventions for substance use problems in women who have experienced 
violence. A literature search was conducted using PubMed for the period 2014 to 2024, ultimately 
selecting eight studies focusing on women aged 15 to 71 who had experienced intimate partner 
violence，domestic violence， or sexual assault.
　Interventions were classified into two variants: web-based and video-based，employing a 
comprehensive approach aimed at promoting safety behaviors and improving psychological 
health in addition to reducing substance use problems and mitigating violence exposure. The 
effects of the interventions were inconsistent; while some studies found statistically significant 
effects in subgroups， overall effects were limited. On the other hand， several studies confirmed 
secondary effects such as readiness for behavior change， increased self-efficacy， and improved 
service utilization rates， suggesting that IT-based interventions may have a positive impact on 
psychosocial aspects.
　IT-based interventions can be applied to a wide range of women regardless of age，
circumstances， or types of problems faced， indicating the potential to provide more flexible 
and effective programs tailored to individual needs. However， challenges remain regarding the 
implementation of standardized methods and the generalization of efficacy. Moving forward， it 
is expected that comprehensive and multi-layered intervention support will be provided through 
improved screening methods and strengthened collaboration in specialized fields. In doing so， 
it is important that IT-based support is integrated with traditional face-to-face support and 
community resources， functioning in a mutually complementary manner.
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